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A. 研究目的

自殺・うつによる社会的損失の推計につ 

いては、日本全国の推計が 2010 年 9 月に

金子能宏・佐藤格によって分析がなされ公 

表されている。しかしながら、都道府県別 に

見た自殺の社会経済的損失額の推計はい ま

だに分析がなされていなかった。平成    28 
年 4 月の改正自殺対策基本法の施行により、

地域における自殺対策の推進が都道府県単 

位及び市町村単位で行われることになった。 

市町村ごとの自殺の社会経済的損失額を算 

出することは難しいが、都道府県別の自殺 

の社会経済的損失額を明らかにすることは 

可能でありかつ有用であると考えられるこ と

から、本研究において都道府県別の自殺 の

社会経済的損失額を推計することにした。 

B.研究方法

2005 年（自殺対策基本法が施行される前

年）とデータが得られる直近年の 2015 年に

ついて、都道府県別・男女別の生涯賃金所 

得を「賃金構造基本調査」都道府県別・男 

女別・年齢階級別（産業計）を用いて推計 し、

これに都道府県別・男女別・年齢階級 別の

自殺者数をかけることによって、都道 府県

別・男女別にみた自殺による社会経済 的損

失額（自殺によって失われる生涯所得 金額

(1   年間当たりの名目値））を推計した。

C.結果と考察

（１）推計結果を解釈する上で留意すべき 点に

ついて 

今回の試算は、自殺によって失われた、 
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仮に自殺死亡せずに働いていたならば得ら 

れたはずの生涯所得の損失額(名目値)を都

道府県別に推計した。都道府県別の損失額 

は、自殺死亡した人が、各都道府県の労働 

市場の状況の下で正規労働者として働いた 

場合（各都道府県の失業率の分だけは雇用 

されないことを反映した場合）の推計を行 

った。 

推計結果を会社すべき上で留意すべき点 

は以下のとおりである。 １）自殺死亡せずに

働いていたならば得ら れたはずの生涯所得

（名目値）は、必ずし も正規労働で得られる

とは限らず、非正規 労働（パートタイム等）、自

営業から所得を 得る場合があり、正規労働、

非正規労働、 自営業の割合を考慮した推計

を行うことが 必要である。これは、今後の課

題である。 ２）生涯所得の推計については、

名目値に よる推計ではなく、一方では、自殺

された 方の自殺された年齢以後の将来の賃

金の伸 びについて、厚生労働省年金財政検

証のよ うに将来の賃金上昇率を想定して推

計する 方法があり、他方では、ある一時点を

固定 して実質賃金で示す方法もある。今回

の推 計では名目値で示したが、経済学的に

考え られる上記二つの推計値を試算するこ

とも、 今後の課題である。 ３）自殺対策によ

る社会経済的損失額の減 少額は、各都道府

県の人口に影響される自 殺死亡者数に影響

されるため、人口の多い 地方自治体の方が

大きくなる傾向があるが、 自殺対策の効果

は、各都道府県の人口・経 済規模等を考慮

した指標（例えば、人口 10 万人対の比率、

県民所得当たりの比率、福祉関係等予算当

たりの比率など）で比較することも必要である

と考えられる。これらの指標による比較は、今後

の課題である。 

（２）都道府県別にみた自殺の社会経済的 

損失額の推計 （常用雇用者現金給与収入に 

よる評価）１）都道府県別にみた自殺の社会

経済的損失額（1 年間あたりの名目額）を比

較すると、自殺死亡率は都市部よりも地方の

方が大きい場合があるが、自殺者数は都市

部の方が地方よりも多いため、自殺によっ

て失われた所得（賞与を含む現金給与収

入）は、 都市部の方が（都市部の棒グラ

フの高さの方が）、地方（地方の棒グラフの

高さ）よりも大きい。 ２）自殺の社会経済的

損失額が都市部の方が大きいのは、自殺死

亡率は都市部よりも地方の方が大きい場合

があるが、都市部と地方の賃金の格差以上に

都市部の人口ひいては自殺者数が大きいた

め、都市部の損失額が地方より大きいと考

えられる。 ３）女性の社会経済的損失額は

、自殺者数が女性の方が少ないことと女性

の方が賃金が低い賃金格差により、男性よ

り小さいと考えられる。 ４）全国的な自殺対

策に加えて、都市部の対策を進めること、

及び賃金格差のため金額的には小さく見

える女性の自殺に対する対策は、重要な課

題と考えられる。 ５）時系列的にみると、都

道府県別にみても、自殺の社会経済的損

失額（１年間当たりの名目額）は、自殺者

数が最多の 2003 年が最も多く（全国・男

女計） 5915  億円（注：本資料ではグラフ

と推計値一覧表は 非掲載 ）、自殺対策基

本法が施行された2005 年は 5587 億円、

それ以後、自殺対策の効果が現れて、デー

タが得られる直近年 2015 年の損失額は

4594 億円へと低下した
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（都道府県別の棒グラフをみると、その高さは

傾向的に低下している）。 ６）自殺対策の効

果を、自殺の社会経済的 損失の減少額とし

て計ると（スライド 7  ペ ージの表を参照）、自殺

対策基本法が施行さ れた 2005 年と比べて、自

殺対策の効果が累積して、データが得られる直

近年 2015 年では損失の減少額は男女計 992 
億円に達していると推計される。 
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